
平 成 29 年 度

外 国 為 替 資 金 特 別 会 計 財 務 書 類



外国為替資金特別会計財務書類は、「特別会計に関する法

律」第 19条第 1項の規定により、資産及び負債の状況その他

の決算に関する財務情報を開示するために企業会計の慣行を

参考として作成した書類である。



貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前会計年度
（平成 29年
3月 31日）

本会計年度
（平成 30年
3月 31日）

前会計年度
（平成 29年
3月 31日）

本会計年度
（平成 30年
3月 31日）

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉

現 金 ・ 預 金 16,432,708 15,680,725 未 払 金 0 0

円 貨 預 け 金 3,015,144 3,051,154 仮 受 金 65,532 208,180

外 貨 預 け 金 13,417,563 12,629,571 円 貨 預 り 金 5,270 ―

金 地 金 153,304 165,193 賞 与 引 当 金 25 27

有 価 証 券 116,029,908 116,189,360 政 府 短 期 証 券 83,373,010 75,701,786

特 別 引 出 権 証 券 12,205 14,550 国庫余裕金繰替金 28,700,000 38,200,000

特 別 引 出 権 2,095,375 2,078,932 国際通貨基金通貨代用証券 4,297,163 4,160,245

未 収 収 益 569,971 610,712 特別引出権純累積配分額 1,903,356 1,892,668

貸 付 金 8,123,143 6,858,008 退 職 給 付 引 当 金 250 257

円 貨 貸 付 金 790,556 551,820 特 別 決 済 勘 定 借 0 0

外 貨 貸 付 金 7,332,586 6,306,188 そ の 他 の 債 務 等 15,115 52,311

仮 払 金 151,838 82,159 負 債 合 計 118,359,726 120,215,479
有 形 固 定 資 産 10 4

物 品 10 4 〈資産・負債差額の部〉

無 形 固 定 資 産 2 2 資 産 ・ 負 債 差 額 29,963,274 26,379,281

出 資 金 4,754,533 4,915,111（うち為替換算差損益） （� 1,012,408）（� 2,666,796）

資 産 合 計 148,323,001 146,594,760 負債及び資産・
負 債 差 額 合 計 148,323,001 146,594,760



業 務 費 用 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 28年 4月 1 日
至 平成 29年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

人 件 費 391 405

賞 与 引 当 金 繰 入 額 25 27

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 � 13 14

庁 費 等 2,456 2,853

公 債 事 務 取 扱 費 407 388

そ の 他 の 経 費 4,939 180

減 価 償 却 費 6 5

支 払 利 息 � 205,361 � 139,198

償 還 差 額 補 填 金 62,027 66,585

資 産 処 分 損 益 0 0

本 年 度 業 務 費 用 合 計 � 135,119 � 68,735



資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 28年 4月 1 日
至 平成 29年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

Ⅰ 前年度末資産・負債差額 35,991,558 29,963,274

Ⅱ 本年度業務費用合計 135,119 68,735

Ⅲ 財 源 2,487,551 2,337,142

1 自 己 収 入 2,487,551 2,337,142

外国為替等売買差益 336,177 42,412

運 用 益 2,147,248 2,294,628

預 託 金 利 子 収 入 4,040 72

そ の 他 の 財 源 84 28

Ⅳ 資 産 評 価 差 額 � 2,702,655 � 1,816,715

Ⅴ 為 替 換 算 差 額 � 4,287,807 � 1,654,387

Ⅵ その他資産・負債差額の増減 � 1,660,491 � 2,518,767

Ⅶ 本年度末資産・負債差額 29,963,274 26,379,281



区 分 別 収 支 計 算 書

（単位：百万円）

前 会 計 年 度
�
�
自 平成 28年 4月 1 日
至 平成 29年 3月 31日

�
�

本 会 計 年 度
�
�
自 平成 29年 4月 1 日
至 平成 30年 3月 31日

�
�

Ⅰ 業 務 収 支

1 財 源

自 己 収 入

外国為替等売買差益 208,449 79,608

運 用 収 入 2,178,036 2,253,887

預 託 金 利 子 収 入 9,676 72

そ の 他 の 収 入 235,074 114,943

貸付金の回収による収入 582,009 1,840,080

外貨証券の売却・償還による受入 2,765,688,874 2,857,656,862

特別引出権の売却による受入 65 10,437

仮 払 金 の 精 算 524,832 308,858

円貨預り金の受入による収入 572,080 261,560

仮 受 金 の 計 上 175,290 58,930

前年度剰余金受入 21,483,250 16,432,708

財 源 合 計 2,791,657,638 2,879,017,949

2 業 務 支 出

⑴ 業務支出（施設整備支出を除く）

人 件 費 � 423 � 439

一般会計への繰入 � 1,660,491 � 2,518,767

貸付けによる支出 � 1,229,789 � 810,018

庁 費 等 の 支 出 � 2,456 � 2,854

外貨証券の買入による支出 � 2,767,028,217 � 2,860,654,679

償 還 差 額 補 填 金 � 62,027 � 66,585

特別引出権の取得による支出 � 171,766 � 8,213

仮 払 金 の 計 上 � 280,254 � 191,637

円貨預り金の返還による支出 � 566,810 � 266,830

仮 受 金 の 精 算 � 141,410 � 105,310

そ の 他 の 支 出 � 4,939 � 180

業務支出（施設整備支出を除く）合計 � 2,771,148,588 � 2,864,625,515

業 務 支 出 合 計 � 2,771,148,588 � 2,864,625,515

業 務 収 支 20,509,049 14,392,433



Ⅱ 財 務 収 支

基金通貨代用証券の発行による収入 62,494 40,793

基金通貨代用証券の償還による支出 � 227,278 � 177,711

外国為替資金証券の発行による収入 264,604,050 253,192,149

外国為替資金証券の償還による支出 � 266,333,710 � 260,839,090

国庫余裕金の受入による収入 5,300,000 83,800,000

国庫余裕金の返還による支出 � 6,900,000 � 74,300,000

公債事務取扱に係る支出 � 407 � 388

財 務 収 支 � 3,494,850 1,715,752

本 年 度 収 支 17,014,198 16,108,186

収支に関する換算差額 � 581,490 � 427,460

翌 年 度 歳 入 繰 入 16,432,708 15,680,725

本年度末現金・預金残高 16,432,708 15,680,725



注 記

1 重要な会計方針

⑴ 外貨建金銭債権債務等の換算方法

外国為替資金に属する外貨建て資産及び負債の換算は「特別会計に関する法律」第 79条の規定に従

い、基準外国為替相場等により換算している。

なお、外国為替資金特別会計においては、外貨準備として外貨建資産及び負債を保有していることか

ら、換算差額については貸借対照表の「資産・負債差額の部」において為替換算差損益として計上するこ

ととしている。

（特別会計に関する法律）

第 79条 外国為替資金に属する外国為替等（特別引出権並びに特別引出権をもって表示される外貨証

券及び外貨債権を除く。以下この項及び次項において同じ。）の価額は、外国為替相場（外国為替等

のうち金銀地金以外のものについては「外国為替及び外国貿易法」第 7条第 1項の規定により財務大

臣が定める基準外国為替相場又は裁定外国為替相場をいい、金銀地金については財務大臣の指定す

る価額とする。以下この項及び次条において同じ。）に変更があった場合には、政令で定める場合を

除き、変更後の外国為替相場により改定するものとする。

⑵ 有価証券の評価基準及び評価方法

全て満期保有目的以外の有価証券であり、市場価格のあるものについては、会計年度末の市場価格に

基づく時価法によっている。

⑶ 減価償却の方法等

① 有形固定資産

物品については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づく、残存価額

を取得原価の 10％とした定額法によっている。なお、残存価額まで到達している物品については、

耐用年数を経過した翌会計年度から 5年間で備忘価格 1円まで均等償却を行っている。

② 無形固定資産

ソフトウェアについては、取得に要した費用を資産価額とし、利用可能期間（ 5年）に基づく定額法

によっている。

⑷ 出資金の評価基準及び評価方法

全て「国有財産法」の規定により政府出資等として管理されている出資金であり、「特別会計に関する

法律施行令」第 49条第 4項の規定によって評価している。

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法

① 賞与引当金

6月支給分の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分

（期末手当及び勤勉手当の 6月支給分の 4/6）を計上している。

② 退職給付引当金

退職手当に係る退職給付引当金については、自己都合による期末要支給額を、次の計算方法により

計上している。

・基 本 額…勤続年数別の職員数×平均給与×自己都合退職手当支給率

・調 整 額…「国家公務員退職手当法」第 6条の 4に定められた区分別の職員数×想定される調整

月額単価×60ヶ月

国家公務員共済年金のうち、整理資源（昭和 34年 10月前の恩給公務員期間に係る給付分）に係る引

当金については、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。



⑹ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

② 退職給付引当金の算定において用いる割引率について

割 引 率：4.2％

（平成 26年財政検証で用いられている長期的な運用利回りから算出）

2 翌年度以降支出予定額

⑴ 国庫債務負担行為

国庫債務負担行為による翌年度以降に係る支出予定額 695百万円

3 追加情報

⑴ 出納整理期間

本特別会計は出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としている。

⑵ 財政法第 44条の資金

資金の種類：外国為替資金

根 拠 法 令：「特別会計に関する法律」第 71条、第 80条

内 容：政府の行う外国為替等の売買及びこれに伴う取引を円滑にするために設置してい

る。また、外国為替相場の変動、市場金利の変動その他の要因を勘案し、本特別会

計の健全な運営を確保するために必要な金額を、本資金に組み入れるものとしてい

る。

⑶ 業務費用計算書における収益の計上

「支払利息」において、外国為替資金証券の発行に伴い受け取った利子に経過勘定項目を加減した

139,198百万円が計上されている。

⑷ 表示科目の説明

① 貸借対照表

ア 資産の部

・「現金・預金」には、円貨預け金及び外貨預け金を計上している。

・「金地金」には、国際通貨基金（IMF）報酬の一部として受けた分及び IMF保有金の売戻し分を計

上している。

・「有価証券」には、本特別会計が保有する外貨証券を計上している。

・「特別引出権証券」には、本特別会計が保有する特別引出権（SDR）建ての債券を計上している。

・「特別引出権」には、IMFから配分された SDR及びその他の IMFとの取引の結果により我が国

が保有するに至った SDRを計上している。

・「未収収益」には、外貨証券等に係る未収利息を計上している。

・「貸付金」には、円貨貸付金（IMFへの貸付金）及び外貨貸付金（株式会社国際協力銀行（JBIC）に対

するもの）を計上している。

・「仮払金」には、為替スワップ取引開始時に発生し、終了時に清算される為替評価等を一時的に整

理しておくために計上している。

・「物品」には、取得価格が 50万円以上の物品について、取得価格から減価償却費相当額を控除し

た後の価額で計上している。



・「無形固定資産」には、電話加入権については取得価格、ソフトウェアについては取得に要した費

用から減価償却費相当額を控除した後の価額及びソフトウェア仮勘定として現在制作中のシステ

ムに係る設計・開発費の負担額を計上している。

・「出資金」には、IMFに対する我が国の出資額を計上している。

イ 負債の部

・「未払金」には、児童手当に係る未払額を計上している。

・「仮受金」には、IMF出資の評価替えに伴って生じた円出資部分に係る払込不足額等を計上して

いる。

・「円貨預り金」には、前会計年度において、未決済の為替スワップ取引について、取引相手方から

受け入れた担保金（円貨）の残高を計上している。

・「賞与引当金」には、 6月支給の期末手当・勤勉手当に係る本会計年度分を計上している。

・「政府短期証券」には、「特別会計に関する法律」第 83条の規定により外国為替資金の現金不足に

充てるため発行した各年度末における外国為替資金証券の発行残高（出納整理期間中の発行額を

含む）から未経過支払利子を差し引き、未経過受取利子を加えたものを計上している。

・「国庫余裕金繰替金」には、「特別会計に関する法律」第 83条の規定により外国為替資金の現金不

足に充てるため繰り替えて使用した国庫余裕金の残高を計上している。

・「国際通貨基金通貨代用証券」には、「国際通貨基金協定」第 3条第 4項並びに「国際通貨基金及び

国際復興開発銀行への加盟に伴う措置に関する法律」第 5条第 2項及び第 10条の 3の規定により

発行したものの残高を計上している。

・「特別引出権純累積配分額」には、「国際通貨基金協定」第 15条第 1項の規定により我が国に配分

された SDRを計上している。

・「退職給付引当金」には、退職手当のほか、整理資源に係る引当金を計上している。

・「特別決済勘定借」には、特別決済勘定（オープン勘定）を通ずる取引により生じた我が国の外貨債

務を計上している。

・「その他の債務等」には、為替スワップ取引に係る評価損益の累計額を計上している。

ウ 資産・負債差額の部

・「為替換算差損益」には、本特別会計が保有する外国為替等の評価替えに伴って生じる評価差損益

額の累計を計上している。

② 業務費用計算書

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの及び決算書の

使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金として支出した額

に、児童手当の未払金や退職手当及び賞与に関する引当金等の発生主義による調整を行ったものを

計上している。

・「賞与引当金繰入額」には、 6月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属す

る部分を計上している。

・「退職給付引当金繰入額」には、退職給付引当金への繰入額を計上している。

・「庁費等」には、庁費及び外貨証券の運用に伴い発生した手数料等を計上している。

・「公債事務取扱費」には、外国為替資金証券及び国際通貨基金通貨代用証券の発行・償還に係る事務

費を計上している。

・「その他の経費」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当するもの並びに単独の科目

で表示するには金額の少ないもの等を計上している。

・「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却費を計上している。

・「支払利息」には、外国為替資金証券の発行に伴い受け取った利子に経過勘定項目を加減したものを

差し引いて計上している。

・「償還差額補填金」には、外貨証券の運用に伴い発生した償還損を計上している。

・「資産処分損益」には、有形固定資産の処分に伴い発生した除却損を計上している。



③ 資産・負債差額増減計算書

・「前年度末資産・負債差額」には、前年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

・「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の「本年度業務費用合計」の額を計上している。

・「外国為替等売買差益」には、基準外国為替相場等により評価する本特別会計保有の外国為替等につ

いて売買を行った際に発生する簿価と取引価格の差額及び為替スワップ取引に係る評価損益の累計

額を計上している。

・「運用益」には、外貨証券や外貨預金等の運用により生じた利息収入等を計上している。

・「預託金利子収入」には、財政融資資金預託金利子収入を計上している。

・「その他の財源」には、政府短期証券の発行による受取利子以外の雑収入を計上している。

・「資産評価差額」には、本特別会計が保有する外貨証券等の時価の変動により、本年度において生じ

た評価差額等を計上している。

・「為替換算差額」には、本特別会計が保有する外国為替等の評価替えに伴って生じる評価差損益額を

計上している。

・「その他資産・負債差額の増減」には、「特別会計に関する法律」第 8条第 2項の規定により平成 29

年度一般会計の歳入に繰り入れた平成 29年度特別会計予算予算総則第 12条第 1項に定める金額

2,518,767百万円を計上している。

・「本年度末資産・負債差額」には、本年度の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

④ 区分別収支計算書

ア 業務収支

・「外国為替等売買差益」には、基準外国為替相場等により評価する本特別会計保有の外国為替等に

ついて売買を行った際に発生する簿価と取引価格の差額を計上している。

・「運用収入」には、外貨証券や外貨預金等に係る利息収入等を計上している。

・「預託金利子収入」には、財政融資資金預託金利子収入を計上している。

・「その他の収入」には、雑収入を計上している。

・「貸付金の回収による収入」には、円貨貸付金及び外貨貸付金の回収額を計上している。

・「外貨証券の売却・償還による受入」には、外貨証券の売却額及び償還額を計上している。

・「特別引出権の売却による受入」には、特別引出権の売却額及び IMFに対する賦課金としての支

払額を計上している。

・「仮払金の精算」には、仮払金の精算による受入額を計上している。

・「円貨預り金の受入による収入」には、受け入れた為替スワップ取引に係る担保金（円貨）の額を計

上している。

・「仮受金の計上」には、発生した仮受金の額を計上している。

・「前年度剰余金受入」には、本特別会計の前年度剰余金を計上している。

・「人件費」には、決算書の使途別分類が「人件費」に該当するもののうち職員に係るもの及び決算書

の使途別分類が「補助費・委託費」に該当するもののうち国家公務員共済組合負担金として支出し

た額を計上している。

・「一般会計への繰入」には、「特別会計に関する法律」第 8条第 2項の規定により平成 29年度一般

会計の歳入に繰り入れた平成 29年度特別会計予算予算総則第 12条第 1項に定める金額

2,518,767百万円を計上している。

・「貸付けによる支出」には、円貨貸付金及び外貨貸付金を計上している。

・「庁費等の支出」には、庁費及び外貨証券の運用に伴い発生した手数料等を計上している。

・「外貨証券の買入による支出」には、外貨証券の買入額を計上している。

・「償還差額補填金」には、外貨証券の運用に伴い発生した償還損を計上している。



・「特別引出権の取得による支出」には、特別引出権の取得額を計上している。

・「仮払金の計上」には、発生した仮払金の額を計上している。

・「円貨預り金の返還による支出」には、返戻した為替スワップ取引に係る担保金（円貨）の額を計上

している。

・「仮受金の精算」には、仮受金の精算による支払額を計上している。

・「その他の支出」には、決算書の使途別分類が「旅費」及び「その他」に該当する支出並びに単独の科

目で表示するには金額の少ないもの等を計上している。

・「業務収支」には、財源合計から業務支出合計を控除した額を計上している。

イ 財務収支

・「基金通貨代用証券の発行による収入」には、「国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴

う措置に関する法律」第 10条の 3の規定により IMFの保有する円貨を取得するために交付され

る国債の発行額を計上している。

・「基金通貨代用証券の償還による支出」には、「国際通貨基金及び国際復興開発銀行への加盟に伴

う措置に関する法律」第 5条等の規定により IMFへの出資等として交付される国債の償還額を計

上している。

・「外国為替資金証券の発行による収入」には、外国為替資金証券の発行額を計上している。

・「外国為替資金証券の償還による支出」には、外国為替資金証券の償還額を計上している。

・「国庫余裕金の受入による収入」には、使用した国庫余裕金の額を計上している。

・「国庫余裕金の返還による支出」には、償還した国庫余裕金の額を計上している。

・「公債事務取扱に係る支出」には、外国為替資金証券及び国際通貨基金通貨代用証券の発行・償還

に係る事務費を計上している。

ウ 本年度収支以下の区分

・「本年度収支」には、業務収支と財務収支を合計した額を計上している。

・「収支に関する換算差額」には、現金・預金収支に係る外国為替等評価損益（基準外国為替相場等

の変更に伴うもの）を計上している。

・「翌年度歳入繰入」には、「本年度収支」に「収支に関する換算差額」を加算したものを計上してい

る。

・「本年度末現金・預金残高」には、「翌年度歳入繰入」の額を計上している。計上額は、貸借対照表

の「現金・預金」と一致する。

⑸ その他特別会計財務書類の内容を理解するために特に必要と考えられる情報

① 百万円未満切り捨てのため、合計が一致しないことがある。

② 百万円未満の計数がある場合には「 0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「―」で表示している。

③ 基準外国為替相場及び裁定外国為替相場について

「外国為替及び外国貿易法」

（外国為替相場）

第 7条 財務大臣は、本邦通貨の基準外国為替相場及び外国通貨の本邦通貨に対する裁定外国為替

相場を定め、これを告示するものとする。

「基準外国為替相場及び裁定外国為替相場を定める件」

「外国為替及び外国貿易法」第 7条第 1項の規定により、基準外国為替相場及び裁定外国為替相場

を次のように定める。

ア 基準外国為替相場

アメリカ合衆国通貨

当該月の前々月中における実勢相場の平均値として財務大臣が日本銀行本店において公示する

相場



イ 裁定外国為替相場

アメリカ合衆国通貨以外の外国通貨

財務大臣が日本銀行本店において公示する相場

平成 29年度末（平成 30年 3月）時点の基準外国為替相場等 （単位：円）

通貨名 基準外国為替
相場等 通貨名 基準外国為替

相場等 通貨名 基準外国為替
相場等

1米ドル 111 1スウェーデン
クローネ 14 1ユーロ 135

1カナダドル 90 1スイスフラン 116 金 1グラム 4,752
1中国元 17 1英ポンド 153



附属明細書

1 貸借対照表の内容に関する明細

⑴ 資産項目の明細

① 現金・預金の明細

（単位：百万円）

内 容 本年度末残高

円 貨 預 け 金 3,051,154
当 座 預 け 金 1,299,121
財 政 融 資 資 金 預 け 金 1,752,033
外 貨 預 け 金 12,629,571
当 座 預 け 金 11,112,781
定 期 預 け 金 1,516,789
合 計 15,680,725

② 有価証券の明細

ア 満期保有目的以外の有価証券の増減の明細

（単位：百万円）

種 類 前 年 度 末
残 高

評価差額の
戻 入

本 年 度
増 加 額

本 年 度
減 少 額

為 替 換 算
差 額

評 価 差 額
（本年度発生分） 強制評価減

本 年 度 末
残 高

外 貨 証 券 116,029,908 � 1,387,425 2,860,654,679 2,857,656,862 � 1,021,649 � 429,290 ― 116,189,360

合 計 116,029,908 � 1,387,425 2,860,654,679 2,857,656,862 � 1,021,649 � 429,290 ― 116,189,360

（注 1） 本年度末残高のうち、20,541,216百万円は貸出を行っている。
（注 2） 本年度末残高のうち、外部委託の金額は 409,943百万円であり、これに係る支払手数料の金額は 452百万円であ

る。
また、有価証券保管契約の金額は 115,759,502百万円であり、これに係る支払手数料の金額は 1,129百万円であ
る。

（注 3） 本年度末残高の満期別構成割合は以下のとおりである。

満 期 割 合

1年以下 14.1％
1年超 5年以下 48.4％
5年超 37.5％
合 計 100.0％

イ 市場価格のある有価証券（満期保有目的以外）の時価等の明細

（単位：百万円）

銘 柄 株 式 数 取 得 原 価 時 価 貸借対照表
計 上 額

外 国 債 ― 85,786,508 85,610,133 85,610,133
外 国 債 以 外 の 外 貨 証 券 ― 30,832,142 30,579,227 30,579,227
合 計 ― 116,618,650 116,189,360 116,189,360

③ 特別引出権証券の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 為替換算差額 本年度末残高

特 別 引 出 権 証 券 12,205 2,843 368 � 130 14,550
合 計 12,205 2,843 368 � 130 14,550

④ 特別引出権の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 為替換算差額 本年度末残高

特 別 引 出 権 （ S D R） 2,095,375 8,582 13,281 � 11,744 2,078,932
合 計 2,095,375 8,582 13,281 � 11,744 2,078,932



⑤ 未収収益の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

外貨証券等に係る未収利息 610,712
合 計 610,712

⑥ 貸付金の明細

（単位：百万円）

貸 付 先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 為替換算差額 本年度末残高 貸付事由等

国 際 通 貨 基 金（ I M F） 790,556 0 240,879 2,142 551,820
I MFに対する多国間
の融資取極に基づくも
の

（株）国 際 協 力 銀 行 7,332,586 810,018 1,599,201 � 237,215 6,306,188 外国為替資金の運用によるもの

合 計 8,123,143 810,018 1,840,080 � 235,072 6,858,008

⑦ 仮払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

為替スワップ開始時の為替評価等 82,159
合 計 82,159

⑧ 貸倒引当金の明細

（単位：百万円）

区 分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘 要前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

前 年 度 末
残 高

本 年 度
増 減 額

本 年 度 末
残 高

貸 付 金 8,123,143 � 1,265,134 6,858,008 ― ― ― 一般債権について
は、貸付金の残高
に、過去 3年間の貸
倒実績率（注）を乗じ
た額を計上してい
る。
（注） 過去 3年間の
債権平均残高に対す
る過去 3年間の不納
欠損の年間平均額の
割合

徴 収 停 止 等 債 権 ― ― ― ― ― ―

履行期限到来等債権 ― ― ― ― ― ―

上 記 以 外 の 債 権 8,123,143 � 1,265,134 6,858,008 ― ― ―

合 計 8,123,143 � 1,265,134 6,858,008 ― ― ―

⑨ 固定資産の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本 年 度
減価償却額

評 価 差 額
（本年度発生分） 本年度末残高

（有 形 固 定 資 産）

物 品 10 0 0 5 ― 4
小 計 10 0 0 5 ― 4

（無 形 固 定 資 産）

電 話 加 入 権 1 ― ― ― ― 1
ソ フ ト ウ ェ ア 0 0 ― 0 ― 0
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 0 0 0 ― ― 0
小 計 2 0 0 0 ― 2
合 計 12 1 0 5 ― 6



⑩ 出資金の明細

ア 出資金の増減の明細

（単位：百万円）

法 人 名 等 前 年 度 末
残 高

評価差額の
戻 入

本 年 度
増 加 額

本 年 度
減 少 額

為 替 換 算
差 額

評 価 差 額
（本年度発生分） 強制評価減

本 年 度 末
残 高

国際通貨基金（IMF） 4,754,533 ― 189,027 47,251 18,801 ― ― 4,915,111
合 計 4,754,533 ― 189,027 47,251 18,801 ― ― 4,915,111

イ 市場価格のない出資金の純資産額等の明細

（単位：百万円）

出 資 先 資 産
（A）

負 債
（B）

純 資 産 額
（C＝A－B）

資 本 金
（D）

特別会計か
らの出資累
計額 （E）

出 資 割 合
（F＝E/D）％

純資産額による
算出額
（G＝C×F）

貸借対照表計
上額（注 1）

使用財務諸表
（注 2）

国際通貨基金（ IMF） 80,391,878 4,745,541 75,646,337 72,508,267 4,700,927 6.48％ 4,904,378 4,915,111 Annual Report

合 計 80,391,878 4,745,541 75,646,337 72,508,267 4,700,927 ― 4,904,378 4,915,111

（注 1） 貸借対照表計上額は、「特別会計に関する法律施行令」第 49条第 4項の規定による換算のため国有財産台帳によら
ない金額を記載している。

（注 2）「貸借対照表計上額」以外の額は、国有財産台帳価格を算定する際に用いる評価時点の直前の IMFの決算日（29年
4月末）における換算率により算定している。

⑵ 負債項目の明細

① 未払金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

児 童 手 当 職員 0
合 計 0

② 仮受金の明細

（単位：百万円）

内 容 相 手 先 本年度末残高

I MF出資の評価替えに伴って生
じた円出資部分に係る払込不足額
等

208,180

合 計 208,180

③ 政府短期証券の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 債券発行差金 差 引 残 高

外 国 為 替 資 金 証 券 83,329,142 253,192,149 260,839,090 75,682,202 （19,584） 75,701,786
合 計 83,329,142 253,192,149 260,839,090 75,682,202 （19,584） 75,701,786
（注 1） 前年度末残高は額面金額を記載している。償却原価法を反映した前年度末残高は 83,373,010百万円。
（注 2） 債券発行差金について、金額が貸方に生じている場合には、括弧書きで金額を記載している。

④ 国庫余裕金繰替金の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

国 庫 余 裕 金 繰 替 金 28,700,000 83,800,000 74,300,000 38,200,000
合 計 28,700,000 83,800,000 74,300,000 38,200,000

⑤ 国際通貨基金通貨代用証券の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 債券発行差金 差 引 残 高

国際通貨基金通貨代用証券 4,297,163 40,793 177,711 4,160,245 ― 4,160,245
合 計 4,297,163 40,793 177,711 4,160,245 ― 4,160,245



⑥ 特別引出権純累積配分額の明細

（単位：百万円）

種 類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 為替換算差額 本年度末残高

特 別 引 出 権 純 累 積 配 分 額 1,903,356 ― ― � 10,688 1,892,668
合 計 1,903,356 ― ― � 10,688 1,892,668

⑦ 退職給付引当金の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度取崩額 本年度増加額 本年度末残高

退 職 手 当 に 係 る 引 当 金 187 ― 13 200
整 理 資 源 に 係 る 引 当 金 63 7 1 57
合 計 250 7 14 257

⑧ その他の債務等の明細

（単位：百万円）

債 務 の 種 類 相 手 先 本年度末残高 債 務 の 内 容 等

為 替 ス ワ ッ プ 取 引 52,311 本会計年度末における為替スワップ評価損益の累計額

合 計 52,311

2 資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

⑴ その他の財源の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 28
合 計 28

⑵ 資産評価差額の明細

（単位：百万円）

区 分 評価差額の戻入 本年度発生額 本年度増減額 評価差額の発生原因

満期保有目的以外の有価証券
（市 場 価 格 の あ る も の）� 1,387,425 � 429,290 � 1,816,715 時価評価

合 計 � 1,387,425 � 429,290 � 1,816,715

⑶ 為替換算差額の明細

（単位：百万円）

区 分 前年度末残高 本年度発生額 本年度末残高 為替換算差額の発生原因

外 貨 建 資 産 及 び 負 債 � 1,012,408 � 1,654,387 � 2,666,796 基準外国為替相場等の変動
合 計 � 1,012,408 � 1,654,387 � 2,666,796

⑷ その他資産・負債差額の増減の明細

（単位：百万円）

区 分 相 手 先 金 額

他 会 計 へ の 繰 入 一般会計 � 2,518,767
合 計 � 2,518,767



3 区分別収支計算書の内容に関する明細

⑴ 運用収入の明細

（単位：百万円）

内 容 金 額

外 貨 預 け 金 利 子 18,156
当 座 預 け 金 利 子 49
定 期 預 け 金 利 子 18,106

外 貨 証 券 運 用 益 2,129,003
外 貨 証 券 利 子 2,009,281
外 貨 証 券 償 還 益 92,423
外 貨 証 券 貸 出 料 27,299

そ の 他 の 外 貨 建 収 入 106,727
合 計 2,253,887
運 用 資 産 利 回 り 1.77％
（注） 運用資産利回りには、本年度における定期預け金利子及び外貨証券運用益の合計額（2,147,110百万円）から償還差額

補填金の金額（66,585百万円）を控除した金額を、外貨預け金のうちの定期預け金及び外貨証券（取得原価）の合計の本年
度末残高と前年度末残高の平均の金額（117,343,509百万円）で除した数値を掲記している。

⑵ その他の収入の明細

（単位：百万円）

款 項 相 手 先 金 額

雑 収 入 雑 収 入 114,943
合 計 114,943

⑶ 資金の明細

（単位：百万円）

資 金 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高

外 国 為 替 資 金 145,167,198 338,011,566 338,913,250 144,265,513
合 計 145,167,198 338,011,566 338,913,250 144,265,513

（問い合わせ先）

国際局為替市場課

資金管理室 特別会計第６係

Ｔ Ｅ Ｌ 03-3581-4111 内線 2844


